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ill むすびにかえて

I 概 要

【「この小稿の目的は， だいたい1970年以降今日に

いたるほぽ10年の聞に発表されたわが国研究者に

よる東南アジア地域の土地制度， 土地t農地〕改

革に関する主要な研究論文の動向を概観するにあ

る。 目録にはできるかぎり論文の脱落がない こと

を期したつもりであるが， 筆者の現在の能力， 時

間的制約からその点はあまり自信がない。 また対

象範囲もできるだけ狭く限定したのであって， 農

村調査，村落調査報告・にしでもある程度土地制度，

土地所有関係にふれたものはかなり見受けるので

あるが， それが主要な関心となっていない場合に

は， 若干の例外を除いて原則的に割愛した。

ところで，禁者はかつて「東南アジア農業問題研

究の現状と課題」と題する覚書（滝川隔〔2〕に収録）

のなかで， 戦後のわが国研究者によって東南アジ

アの土地制度， 土地改革問題について比較的多く

の業績が発表せられてきたにもかかわらず， まだ

まだ本格的な研究は現われていないと書いたこと

がある。 この点については今日でも基本的に当て

はまると考えるのであるが， しかし過去10年ちか

くの聞にこの研究分野で着実に研究が積み上げら

86 

滝川 敏

れてきているととも事実である。 この点は末尾に

付した文献リストを一 瞥するだけでも， ある程度

理解することができるであろう。 しかし， 本格的

かっ体系的な研究というには全般的にまだまだ十

分とはいえないのであって， との点は内外の研究

を通じて言えることである。 土地制度の研究とい

えば， たんに土地法や民法など制定法上の研究に

止まらず， いわゆる「生ける法」の研究を不可欠

とし， 両者の関係ないし業離の実態を把握するこ

とが必要であるが， こうした研究はまだ十分には

行なわれていない。 また東南アジア諸国はその大

部分がかつて欧米の植民地であったことから法制

面で本国の影響を大きく受けてきており， 戦後の

独立後もその遺産を多分に引き継いでいるから，

植民地時代あるいはそれ以前の土地法制， 慣習法

の研究なども必要である。 こうした研究を踏まえ

た上で， 土地制度研究の最終目標は， 土地所有関

係を基軸にしつつその他の諸関係をも考慮に入れ

て一国の農村社会がはたしてどの方向に変化する

かという点を総体的に把握する現状分析でなけれ

ばならないであろう。 だが， このような問題意識

に立った現 状 分 析も部分的には現われつつある

が， 全般的にはまだまだ不十分というのが実態で

ある。

過去10年あまりの研究状況を概括的にみると，

地域的にはフィリピンについての業主責が最も多



く，ついでベトナム，インドネシア，タイ，マレ

ーシアとなっている。しかし，ピルマについては

ほとんど研究がみられない。ベトナム，インドネ

シアの場合には植民地化以前なU、し植民地統治下

についての腰史的研究に重点が置かれているよう

であるが，フィリヒ。ン，マレーシアの場合には現

状分析に力点が置かれている。タイはその中間で

あるといえよう。こうした研究状況の差異がなぜ

出てくるのかとし、う広はそれ自体興味ある研究課

題であり， 十分検討にあたいすることであるが，

さしあたり共同体的土地所有の性格の強さと歴史

的文献研究とは相関関係にあるという点を指摘し

ておくに止めたい。農地改革，土地改革について

はフィリピン，ベトナムに研究が集中している。

それはフィリピンで現在農地改革が政策上の重点

項目となっていること，またベトナム社会主義共

和国の成立に下からの土地改革が震大な役割を果

たしたことと密接な関連がある。タイでは1975年

にこの国ではじめての農地改本法が制定せられた

が，将来はこの法律の実施状況や問題点について

研究者の関心が寄せられるであろう。以下，各国

別の研究状況を概観しよう。

II 各国別の研究動向

1. フィリピン

はじめにアィリピンにおける研究動向である

が，研究者の関心は大別して三つの分野に集中し

ている。一つは農村実態調査を通じて土地所有制

度の実態とその変容を明らかにしようとするもの

であり，梅原弘光，高橋彰，速水佑次郎氏たちの

研究がこれに属する。第2は戦後の農地改革の実

施とその問題を検討しようとするものであり繁者

や古川洋子氏たちの研究がこれに属する。第3は

戦前，戦後の農業問題，土地問題の理解と関連し

東南アジア土地制度論

て，私的土地所有権の確立，地主制の成立を歴史

的に検討しようとするもので，梅原弘光氏の業績

がその主たるものである。

第 lの農村実態調査の分野では，梅原弘光氏に

よる中部ノレソンのハシエンダ・パリオについての

克明な調査報告がある〔7, 9〕。この調査は，フ

ィリピンにおける大地主的土地所有として典型的

なハシエンダ・パリオの構造を土地所有関係に基

本視点を置いて分析したものであり，中部yレソン，

プラカン州のー農村の地主小作関係に視点を置い

た高橋彰氏の調査事例（『中部ルソンの米作農村一一

カトリナン村の社会経済構造一一』 アジア経済研究所

1965年）とともに先駆的な業績といえる。この梅

原氏の調査は，戦後このハシヱンダ内でプエスト

［耕作権〕売買慣行が発生し，小作農聞で小作地の

又貸し現象が発生したことを明らかにしている。

いわば小作階層内部における重層化現象とでもい

うべきものであるが，この点は今日の戒厳令体制

下における農地改革実施と関連して興味ある問題

を提起している。

一方，高橋彰氏はブラカン州、｜カトリナン村の農

村調査を10年後にふたたび、試みて（とくに「技術進

歩・土地改革・農民化 中部ルソン農村の変容一一一」

[16〕〉，この聞に生起した経済，社会変動の実態を

描写，検討している。すなわち，これまで分益小

作制下にあったこの村の農民は， 1963年農地改革

法によって定額借地農に転化し，水利擢瓶事業の

拡大，高収量品種の普及に伴って所得を増大し，

生産・生活両面でドラスチックな変貌をとげてい

ること，それは刈分小作農のかつての労働者的性

格から「農民化」（高橋氏は peasantizationという特

有の言葉を使っている〔15〕〕への転換であると高橋

氏は指摘する。さらに土地所有関係の変化に伴っ

て村落内農村労働者層の相対的地位低下および文
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小作の出現などの現象を明らかにしている。

さらに国際稲研究所に所属していた速水，菊池

両氏らによる南部ルソン，ラグナリ十｜の村落調交

〔14〕は， 1966年以降の10年間において，この村で

の土地所有関係にも大きな変貌のみられたことを

明らかにしている。すなわち，この聞における人

口増大現象と農地零細化の進行，土地なき農民の

増大，一方農地改革の進行にともなう刈分小作農

の定額借地農化，高収量品種の導入に伴う土地生

産性の上昇などの結果，定額借地農による小作地

の又貸し現象，すなわち又小作人の発生現象を明

らかにしている。速水氏たちはこの現象を多層地

主制（multi-stagelan<llordism）の名で呼んでいる。

マニラ周辺部に位置するこのラグナ州や高橋氏の

プラカン州の調資で明らかになったこのようなド

ラスチックな変貌現象にはそれなりに興味を引か

れるのであるが，これをどこまで普通的現象とみ

るかはやはり今後に残された重要な研究課題であ

ろう。

ついで農地改革に閣して，筆者は「フィリピン

における農地改革の新展開」〔18〕において1963年

農地改革法の実施状況と問題点を，さらには9〕に

おいて1971年農地改革法改正法の成立の背景とそ

の問題点を検討した。その後，筆者は， 1972～74

年にかけてフィリピン大学に留学した機会に戒厳

令下の農地改革の実施をつぶさに見る機会を得

た。この農地改革の内容と問題点を覚書の形で取

りまとめたのが論文：20〕である。その後，筆者は

これらの論文に加筆修正を加え，さらに1955年農

地改革法をつけ加えである程度の体系化を試み

た。これが『戦後フィリピン農地改革論』〔21〕で

ある。このなかで筆者がとくに意をit，、だ点は，

各農地改革法制定の意義をそのときの政治的・社

会的情勢との関連で明らかにしようとしたこと，
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いま一つは1963年農地改革法に限られはしたが，

議会議事録の検討を通じて法案審議の過程で地主

利害がし、かに貫徹していったかを明らかにしよう

としたことである。ところで，〔21〕では＂？ lレコス

大統領によって新社会建設のコーナーストーンと

される戒厳令下の農地改革について1974年段階ま

でしか扱いえなかったのであるが，その後の経過

をとり入れて内容的にアップ・ツー・デイトにした

のが「戒厳令下フィリピンの農地改革一一ーその実

態と問題点一一」〔22〕である。このなかでは，とく

に最近の問題として地主・小作間で地価決定をめ

ぐって大きな困難が生じていることを指摘した。

フィリピンの農地改革については，別に吉川洋

子氏によるこつの論文［23,24〕がある。一つは

1963年農地改革法制定の政治過程を，いま一つは

1971年農地改革法改正法成立の政治過程を扱った

もので，ともに政治学の立場からする分析であ

る。この他に梅原氏による農地改革実施の現地報

告「アィリピン戒厳令下の農地改革とその農民，

農村社会への影響J〔11〕がある。この報告はヌエ

パ・ 1 シハ州のフィーyレドワークにもとづくもの

であるが，とくに農地改革の進展が農民や農村社

会にどのような影響を与えているかを基本視角と

している。この実態調査で明らかにされたこと

は，農地改革の実施過程での名目的農民の増加，

農民間における耕作権（プエスト〕売買の頻発現

象および地主の対抗手段としての小作農への延滞

小作料支払要求や宅地買取り要求など，さらに国

警の農地改革介入現象などの諸点である。

さらに農地改革の実施とも関連して，フィリピ

ンの地主の性格を知っておくことが必要である

が，これまでかかる研究はほとんど皆無といって

よかった。その意味で梅原氏の紹介にかかわるベ

ルナ－；レの修士論文「フィリピン農業発展におけ



る地主の役割」〔6〕は貴重である。との論文はフ

ィリピンの地主に関するほとんど唯一の研究とも

いえるものであるc この研究のなかでベルナール

は，地主の基本属性を近代的，伝統的，温情主義

型，非温情主義型の四つに分類し，それらを組合

わせることによって四つの地主類型区分を行なっ

ているが，フィリビンでは近代的・温情主義型地主

が支配的であると結論している。また従来の地主

類型としての在村地主（residentlandlord），不在地

主（absenteelandlord）の他に，そのIt＇間形態とし

て在郷地主（resiclen

定したことは，フィリピン農村の実態に即して意

義があろう。ただ目ベルナールが地主の経済発展

上の役割を不当にl窃く評価していおぢ「山、がある

点は問題である。

つぎにフィリピンにおける私的土地所有権確立

過程に関して，梅原氏によって二つの論文112,13] 

が発表せられている。フィリピンではスペイン統

治末期に農業資本主義発展の前提として1880年の

王室布令を皮切りとして土地所有権に関する一連

の立法措置がなされたが，これはきわめて不十分

に終わった。フィリピンにおける私的土地所有権

の確立はアメリカ統治下においてはじめて達成さ

れるのであり，それは1902年の土地登記法〔その

全訳と解題〔SJ),1903年の公有地法（その全WU：：解

題〔10〕〕によって始まり， 1913年の地籍法をもっ

て完了する過程であった。梅原氏は「フィリピン

における土地所有権確立事業に関する一考察J

〔13〕においてアメリカによる土地所有権確定寧－業

の意図と方法およびその結果を概括している。そ

してこのアメリカによる土地所有権の確立過程の

背後で慣習的土地権の下にあった小農民の土地喪

失が進行し，それが1930年代における土地問題の

背景をなし，さらに今日の農業問題に基本的につ

東南アジア土地制度論

ながる問題であることを指摘している。

この他にフィリピン社会に関する歴史的研究と

して，スペイン統治以前の原住民ノミランガイ社会

の構造を分析した池端雪浦氏の「東南アジア基層

社会のー形態」［5〕がある。この論文は，モyレガ

の古文献やプレーア・ロパートソンを駆使した克

明な研究であり，パランガイ基底社会の身分的階

屑構成，土地所有制度，相続・婚姻制度，法慣習

などに：主として関説している。

2. インドネシア

この地域では戦後の農業問題，土地問題を理解

するために村落（デサ〕共同体の性格を歴史的に

検討することが基本的に必要であるとの共通認識

に立って， 19世紀ジャワの村落共同体の性格や村

裕の土地処分権についての研究が端緒的に行なわ

れはじめている。このうちとくに注目すべきは加

納啓良氏と森弘之氏の研究業績である。両氏はと

もにオランダ植民地政府が1868年から69年にかけ

てジャワ全域で実施した土地制度調査の報告書

『ジャワ・マドウラ現地人土地権調査最終提要』

（以下『長終提要』と略す〕全3巻の分析の上に立っ

て研究を進めているところに先駆的意義がある。

とくに注目すべき業績は加納氏の論文「19世紀ジ

ャワの土地制度と村落（デサ〕共同体」〔29〕であ

るが，氏は植民地時代における地主小作関係の展

開すなわち土地問題の発生時期を1870年前後と考

えて『最終提要』によりつつ当時の土地種類別占

有・利用形態，耕地移動と小作関係のあり方，職

禄回，宅地の占有形態，放牧地，荒蕪地の利用形

態などを細かく検討し，仮設的結論としてデサ共

同体の基本性格を地縁制的編成原理の優越する共

同態と規定している。この点は加納氏が「デサ共

同体に関する一考察J〔30〕で同じく『最終提要』

によりつつ，デサ共同体の基本性格を経済史的立
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場から「私的所有」の契機の甚だ弱い「アジア的」

性格を色濃くもった村落共同体であると結論して

いる点と一致する。この場合，氏が19Hそ紀ジャワ

の村落共同体の性格に関心をもった某本的理は1

を，スハルト体制下における最近のインドネシア

政治の苦手jきのうちに「共同体的イデオロギー」が

強化される｛頃向が認められるとしている点と関i車

させていることは注目されよう。加納氏は k部構

造としての共同体的イデオロギーの発生根拠を脈

史的に基礎的社会経済構浩の内実のうちに求めよ

うとしているのである。

同じく『最終提要』の資料を分析してジャワの

土地占有（とくに共同！l'J占有）とデサの歴史的考察を

一歩進めんとしたものに，森弘之氏の論文「ジャ

ワの『共同的占有』と強制栽培制度」〔361があ

る。森氏はデサの共司的占有が原初的なものでは

なく，むしろ1830年にはじまる強制栽培制度（Cuト

turstelseDに伴って村落（ヂサ〕の「共同体占有j

が上からの総督の強制によって創出されたものと

し，この点を『最終陸要』によりつつジャワの藍

栽培やit駕栽培の事例から論証しているのであ

る。かように『最終提要』を用いてのジャワ七地

制度の本格的研究は加納，森両氏によってわが国

でようやく開始さればじめたとの感が深いが，こ

の『最終提要Jそのものの内容を紹介し， 19世紀

ジャワの土地制度に関する唯一包括的な文献とし

て高い評価を下してρるものに内藤能房氏の論文

〔35〕がある。

さらに村落の土地に対する共同体的規制，すな

わちデサの土地処分権の変化過程について麗史的

に考察したものに，二つの研究ノートがある。一

つは内藤氏の中部ジャワにっし、ての覚著書〔34〕，い

ま一つは大木氏の商スマトラ村落につし、ての覚書

〔26〕であるが，いずれも今後の本格的研究の開始
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をうかがわせる端緒的な試みといえる。いま一つ，

オランダの植民地農業政策の一環として，加納氏

による1870年士地二法〔農地法 Agrarishe¥Vetお

よび祭地令 AgrarisheEesluit）に関する躍史的研究

がある。この1870年土地二法こそは1960年の農地

基本法の制定にいたるまでのおよそ90年間にわた

って，オランダ植民地政府によるヱステート経済

形成のための土地立法の基本原則をなしたのであ

るが，この士

内容と問題点につU、て経済史的考察を行なつたの

が加納氏による論文「オランダのインドネシア植

民l白支配と士a地政策J(27］である。この考察はい

うまでもなく独立後インドネシアの農業・農民間

顕押：解のための予備作業といえるものである。

以 Lはインドネシア土地制度についての歴史的

研究であるが，それに比べて現代の土地制度，土

地改革に関する研究はきわめて少ない。まずその

うちでは飯島正氏による論文「インドネシアの土

地改本と村落共同体」（25〕をあげておこう。この

論文はスカルノ体制下に1960年土地基本法を骨子

として展開された農地改革法の内容，経過，その

成果を検討したものであり，とくにそれが村落共

同体の錯綜した土地権にどのように影響を与えた

かを考察している。そして著者は，この改革は農

地の再分配の面からして，結果的に土地改革とい

うにはあまりに不徹底なものであり，農業構造の

変化の動きはみられず，ジャワに関するかぎり重

層的な小作制度を一層複雑化するかたちで村落共

同体成員の生活を維持しなければならないのが現

状であると結論する。

今日のインドネシアでは土地制度を中心とする

村落調査はきわめて困難となっているが，加納啓

良氏が最近2カ年の留学期間中に実施したインテ

ンシブな農村調査結果がモノグラフとしてとりま



とめられている。一つは『南マランにおける農村

社会経済状態の研究』〔32〕であり，いま一つは

『土地所有と労働機会 一ジョクジャカノレタ，パ

ントウノレ地区農村社会経済調査暫定報告書 』

〔33〕（ともに1977年，インドネシア語）である。前者

の東部ジャワの村落調査では，農業商業化の進渓

とともに階謂分化が顕著にみられ，大1創立所有者

と4害1］に達する無耕地農民世帯が存在すること，

また農外就業：機会の乏しさなどの事実が明らかに

されている。後者l土ジョクジャカルタ周辺農村の

実態調査報告であるが，ここでは土地所有の零細

性と階層分化の低位および農外への労働力流W，の
激しさなどの現象が明c，かにされてU、る。これら

の報告は，東・中部ジャワに限られているとはい

え，今日のインドネシア農村のi：地制度の実態に

迫った数少ない貴重な調貨であり，し、ずれ邦文の

かたちで発表される日を期待したヤ。

3. マレーシア

この間の場合に特徴的なことは，土地制度に関

する歴史的研究がスルタン支配とも関連するので

あろうが，これまでほとんど欠落していることで

ある。研究は主として土地制度の現状分析として，

また戦後の土地政策というかたちで進められてい

る。土地制度に関する現状分析としては，堀井健

三氏によるケダー，クリアンのインテンシブな農

村調査〔40,44〕，京大経済学部大内力氏らの『商

マレーシアの稲作農村』〔38〕，部分的には京都大

学東南アジア研究センターの研究者による『マレ

ー農村の研究』〔3！）〕がある。これらの調査研究が

共通して明らかにしていることは，マレーシアに

おける地主小作関係の血縁的性格の強さである。

この点を明らかにしたことは，これらの調査のメ

リットであろう。 『マレー農村の研究』〔39〕に代

表されるが，マレー農村の共同体的性格は水稲の

東南アジア土地制度論

天水田耕作と関連して弱く，双系性原理の上に立

って個人の相対的独立性は強いとされる。その場

合，地主小作関係の血縁的性格の強さははたして

なにに由来するといえるのであろうか。また同じ

く双系性原理に立つジャワ，フィリピンに比べて

マレーシアのみに際立った地主小作関係の血縁的

性格の強さははたしていかに説明されるのであろ

うか。こうした点の究明は今後に残された重要な

研究課題であろう。ただフィリピンでも，ピサヤ

などの島l喚部では，地主小作間の血縁的性格は比

較的強いとされるから，こうした点も十分考慮し

て以上の課題は検討される必要があろう。

また上記いずれの調査報告も，こうした地主小

作関係の血縁的性格は，稲作生産力の上昇，商品

化の進展などとともに薄れる方向にあると指摘し

ているが，しかしマレーシアでも開拓可能な新開

地が次第に少なくなり，一方既耕地における人口

続度が高まるにつれて，逆に地主小作関係の血縁、

的性格は強まる可能性もあるのではなかろうか。

正逆いずれの方向をたどるか，今後の実態調査が

明らかにすべき課題であろう。

さらにマレーシアの小作政策については， 1955

年小作令および同67年改正法について，堀井氏の

守－連の研究論文，解説がある。とくに「マレーシ

アの小作政策」〔45〕は67年改正法の内容と問題点

を指摘し，それが55年法に比べて小作権安定の点

でかなりの改普があったこと，しかも法適用の地

域範囲において限界性があることを指摘してい

る。なお， 1955年小作令成立の背景について，堀

井論文〔42〕は米販売価格の下落が原因となった

：事↑青を明らかにしている。

4. タイ

この国については，大別して地租改正，土地所

有権の創出にかかわる歴史的研究と，戦後の土地
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所有の実態や統計に関する研究のー．つがある。前

者の研究は主として北原淳氏によって，後者の研

究は主として友杉孝氏によって行なわれてきた。

北原氏の最も主要な論文は「タイにおける上地所

有権の確立」「51〕であるが，この中で今世紀初頭

の土地所有権確定政策の前史として1890年代の七

地権のあり方とそれに対する政策の変遷に重点を

置いた精密な社会経済史的分析を試みている。タ

イの土地所有権確定政策は19世紀後期からの運河

の開発と密接な関連をもって行なわれた。この論

文は， 「ラーマ5世文書Jを部分的に利用してと

りまとめられたわが国では先駆的なタイ土地所有

権の研究といえる。だが，クイでは所有権確定は

まだまだ局地的現象に止まり， 1960年代の工業

化，土地商品化の進行に伴い土地所宥権確定はい

っそう必要となっているにもかかわらず，他方で

は社会不安の抑制のために土地所有権の集中の杯

分配（農地改革）が同時並行的に必要とされ，い

わばこ元的土地政策をとらざるをえないという矛

盾に置かれている。北原氏の『近代タイのと地法

制』［47〕は上記論文を完成させるための準備作業

の成果であるが，この中には1901年以降の主要な

土地法規の翻訳が収録されている。

さらに北原氏は，以上と関連して地租改正に関

する 2論文「タイおける地租改正と国家統一」

〔50〕および「タイめ地租改正について」〔52］を発

表している。タイの地租改正は， 1870年代から

1910年にかけてのチャクリ改革の一環として行な

われた財政改革であり，多分に国家権力の一元

化，王権の確立・強化の目的をもつものであり，

地租改正と土地所有権確立とはかならずしも結び

つかない。論文〔52〕において，チャクリ財政改

革の意義，地租改正の経過および地税徴収の実態、

が述べられている。
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戦後タイの士地制度について注目すべき研究の

一つは，友杉氏による『1968年中部タイ26県土地

経済調査一←その全訳と解題一一』〔53〕であろ

う。友杉氏は，中部タイ26！果の統計数値をチャオ

プラヤー・デノレタ地帯95郡とデ、ルタ周辺部73郡に

分けて再集計し直すことによって，中部タイ・デ

ノレタ部 Cq1心的農業地帯〕では通説に反して予想以

上に小作化率の進んで、いることを明らかにした。

この調査時以前の統計はきわめて不完全であり，

1953年調査にしても63年農業センサスにしてもタ

イは自作農国という通説を再確認するに止まり，

土地問題の深刻さを否定する結果に終わっていた

から，友杉氏が国家開発省の1968年調査を利用す

ることによって，こうした通説を打破した功績は

きわめて大きいといわなければならない。友杉氏

は「タイにおける土地所有の展開過程」〔55］のな

かでこの点をふたたび強調している。一方，北原

氏は，中部タイ・ナコンナーヨック県の村落実態

調査〔48〕において，小作農・農村労働者世帯の

多いこと，および一部在村地主への土地集中の進

行傾向を発見している。

タイでは土地問題の悪化に対応して1974年小作

統制法， 75年農地改革法の制定をみるにいたっ

た。これらの法律の内容と実施過程についての調

査はまだほとんど現われていないが，梶田勝氏の

『タイ経済の発展構造』［46〕には付録として75

年農地改革法の全文の翻訳と解題が収録されてい

る。

5. ベトナム

この国についてはフィリピンとともに比較的多

くの研究が発表せられているが，その場合，公田

制（村落共同体〕に関する歴史的研究と戦後のベ

トナム農民解放（土地改革〉およびこれに対抗す

る南ベトナム政府側の農地改革政策に研究が集中



しているところに特徴がある。公田制の歴史的研

究は，戦後のベトナム人民解放戦争に自律的な村

落共同体の存在がりたしてその根拠たりえたかと

いう，すく矛れて現代的な問題関心に支えられてい

る。このような問題意識の下に， 15世紀末に絶頂

に達したベトナム公同体制の発展的崩壊を，その

後の均田例の内容の分析を通じて検討した精力的

な研究として桜井由郎雄氏の一連の研究論文があ

る。このうち代表的なものとして， 18世紀初頭の

永盛均回例を扱った「永盛均田例の周辺」［58',

「永盛均回例の研究」〔59〕，さらに19世紀初めの

嘉隆均田例に関する「嘉隆均回例の分析」「61〕を

あげることができる。これらの桜井氏による着実

な均問例研究はフランス極東学院所蔵のベト十ム

本原本に依拠して行なわれており，かつてのヴ・

ヴァン・イエンの名著『仏印における公国制度の

研究一村落共有地の法律的，社会的，経済的研

究一一一」（Vu-Var

Tonkin, 1940中込武雄・大橋武二訳栗田洋町tf1944>f) 

の概括的内零をさらに一歩精密化し上うとする意

欲的な試みといえるであろう。

桜井氏の問題関心は， 15世紀繁利王朝の律令体

制下の行政村落としての社がどのような変化を経

て近世の自律的な村落共同体に発展していったか

を検討することにあり，そのために律令体制下の

公回から近世公田に移行する過渡期の均田例とし

て18世紀初頭の永盛均同例を検討し，すでにその

時公回の私有地化と，村落内階層分化に上る流民

の大量析i札大土地占有者同の発生がもたらされ

ていたことを明ら7）、にする。これは律令体制下の

公田制の解体現象であるが，その後の19世紀嘉隆

均岡例の時期に一層の進展をみてし、る。すなわ

ち，この時期にはもはや公田の不可譲渡性は事実

上失われ，公団の分給業務は国家の統制から村落
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の自律的管理に移されている。以上は法令の分析

作業の結果であるが，下部構造としての村落内農

民の士地占有状況について精密な検討を加えたの

が「19世紀ヴェトナム村落内土地占有状況の分析」

〔60＝である。この論文はベトナム北部村落の地簿

の分析結果に基づくものであるが，このなかで桜

井氏は公団，私回とも他村領域にまたがる飛地化

現象がきわめて一般的にみられること，すなわち

上地占有に大きな流動性があることの発見から，

19i世紀ベトナム村落を自立閉鎖的な自然村落とす

る定説には疑問を提示している。なお，桜井氏は，

以tの主要論文の他に， 15世紀の洪徳均田例につ

ヤての史料紹介〔57Jをも行なっている。

桜井氏とほぼ同様の問題意識に立って，フラン

ス植民地政権の村落共同体への対応を検討したも

のに吉沢南氏の論文「植民地型開墾地（コンセショ

シ）設定についてJ.691がある。氏は権力との関

連で村落共同体を支配の手段という面と農民の抵

抗組織としての面とのこ面性をもったものとして

とらえる立場を表明し，フランス植民地権力が植

民地型開墾地（コ Lセじョン）設定＝新田開発を既

存の村落共同体の否定ではなくて，むしろベトナ

ム村落の支配のために公土政策をそこに導入しつ

つかえって村落共同体の再編をはかったことを明

らかにしてし、る。なお，吉沢氏はいま一つの論文

[70 Jにおいて，ヴー・フイ・フック論文の紹介を

通じて，自説との異同を明らかにしている。ヴー

論文は，フランスのベトナム統治を，公回公土制

度の維持と破壊の二側面をもったものとしてとら

え， 1884年以降三つの時期区分において，その両

側面の現われ方を検討しているのである。

1945年9月の独立後，ベトナム民主共和国にお

いて実施された初期の土地政策， 1953年土地改革

法の実施過程および問題点を詳細に検討したもの
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に村野勉氏の，ー連の論文「ベトナム民主共和問独

立初期の上地政策」「66〕， 「北べト十ムの土地改

本J〔68〕がある。とくに〔66〕の論文はこれまで

わが国ではほとんど紹介されたことのない1945年

以降53年3月までの初期のベトナム民主共和国に

おける土地政策の展閣を関係法令の内容に則して

分析し，問題点を指摘したものである。ペトミンの

党・政府にとって七地再配分の過程でとくに北郎

の広大な村落共有地（公開・公土〕の処理が問題に

なったことは注目すべき点であり， 52ip5月には

公団公土暫定給付条令が発布されヲまた53年4月

公布の士地政策条令にも村落共有地の分配規定が

もられている。 168〕の論文は53年土地改革法の内

容を紹介し，その実描過程でとくに重視された大

衆動員の実態と実施函で生じた左翼偏向の誤り，

その是正策および、土地改革の城県について論じて

いる。なお村野氏は，ベトナム民主共和国の主＇ tピー

な土地政策法令を翻沢し『ベトアム民主共和国士

地政策関係資料集J165〕として集大成している

が，これは研究者にとってきわめて有益な資料と

いえる。

さらに南ベト？ムにおいて，ベトミンおよび、i苓

ベトナム解放民族戦線の士地改草との対抗関係に

おいて実施されたゴー政権による農地改革政策の

意義と限界を論じたものに滝川論文「64〕および

木村哲三郎氏の「南ベトナムの七地改宗」「56］が

ある。木村論文はチ 1 一政権の1970｛手新農地己支f

法にまでふれて，その限界性を鋭く指摘してい

る。一方，この見解と対照的なものとして，高橋

保氏の論文「メコンデルタにおける土地所釘と経

済社会開発史J〔63〕がある。

6. ピJレマ

この闘の土地制度関係では竹村正予氏による

「下ピノレマ・デルタ地方における農民負債と土地
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集中J[71〕の他には論文がほとんど見当たらな

い。この竹村論文は，イギリスの下ピルマ領有以

来のイラワジ・デノレタ地帯における土地集積，農

民負債，農民窮之化の実態を具体的事実をもって

克明に追求した労作である。資料面では，これま

でわが国ではほとんど利用されることのなかった

イギリス植民地当局の刊行せる「官庁報告書jを

十分に活用しているところに特色がある。イギリ

スの経済的自由主義政策の下で農業植民地として

再編されていった下ピルマの農業問題は，その解

決｛を独立後のビ、ルマ政府に委ねざるをえなかった

のである。

田むすびにかえて

二れまで各国別の研究状況をおおまかに概括し

た。論文のうちにはもっと深く検討を加えたいも

のもあるが，紙幅の関係もあって今回は断念せざ

るをえなかった。しかし，これまでの各国別の概

観によってみても，ここ10年ほどの聞にわが国に

おける東南アジア七地制度研究も着実な歩みをも

って行なわれてきたことを~めうるであろう。さ

らに今後10年の聞にはおそらくこのような業績の

f: 1.二立って体系的かっ本格的な研究の発表を認め

うゐのではなかろうか。そのための基礎は，国に

よってかなりの違かはあるにしても，相当に築か

れているように思われる。もちろん，こうした研

究が実現するためには，現地国側研究者による研

究山jJUf是とf手間的な相互交流が不可欠となってく

るであろう。そのような徴候はすこしずつではあ

るがすでに出はじめている。
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